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事 業 報 告 

平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで 

 

１．企業集団の現況 

(1) 事 業 の 状 況 

① 事業の経過及び成果 

当連結会計年度における経済環境は、内外の在庫調整の進展や新興国の

需要拡大を背景に持ち直しつつあり、緩やかな回復を続けてきましたが、

一方で厳しい雇用環境が続いていることや設備投資の大幅な減少、建設需

要の低迷等が継続しており、依然として厳しい状況にあります。 

当社グループの主要取引先であります自動車業界は、各種の減税効果に

よる小型車を中心とした乗用車需要の回復と、トラック関連についてもア

ジア地域向け輸出が復調の気配を見せておりますが、かつてない大幅な需

要減少の影響は深刻であり、当社グループにおける需要環境は低迷してお

ります。 

当連結会計年度の売上状況は次のとおりであります。 

連 結 売 上 高 
部 門 

金 額 構 成 比 率 対前期比率 

自 動 車 部 品 15,909百万円 98.6％ △17.7％ 

(内 機 械 加 工) (635) （3.9） （△18.2） 

建 設 機 械 用 部 品 209 1.3 △43.7 

そ の 他 の 部 品 8 － － 

合 計 16,127 100.0 △18.2 

その結果、連結業績については、売上高161億27百万円（前期比35億88

百万円18.2％減）、経常損失３億12百万円（前期は経常損失３億34百万

円）、当期純損失３億69百万円（前期は当期純損失７億20百万円）となり

ました。 

当社業績については、売上高99億88百万円（前期比33億79百万円25.3％

減）、経常損失８億５百万円（前期は経常利益２億29百万円）、当期純損

失９億37百万円（前期は当期純利益２億９百万円）となりました。 

配当につきましては、依然として続く厳しい経営環境に向けて、財務基

盤の強化を図るため、誠に遺憾ながら無配とさせていただきたいと存じま

す。 



 

－  － 
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株主の皆様には平素のご支援とご期待にお応えできず、誠に申し訳なく

存じます。株主の皆様におかれましては、事情をご賢察のうえ、なにとぞ、

ご了承賜りますようお願い申し上げます。 

 

② 設 備 投 資 の 状 況 

当社グループが実施致しました設備投資は５億25百万円であり、主なも

のは鍛造設備及び機械加工ラインの新設、既存設備等の改修であります。 

 

③ 資 金 調 達 の 状 況 

当社は、主要金融機関より長期借入金としてタームローン契約26億円と

金銭消費貸借契約６億円の調達を実施いたしました。 

 

④ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況 

該当事項はありません。 

 

(2) 財産及び損益の状況 

① 企業集団の財産及び損益の状況 

区 分 
第120期 

 
平成19年３月期

第121期 
 

平成20年３月期

第122期 
 

平成21年３月期

第123期 
(当連結会計年度) 
平成22年３月期 

売 上 高(百万円) 21,274 24,308 19,715 16,127 

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) 801 836 △  720 △  369 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１株当たり当期純損失（△）

(円．銭) 61.51 55.06 △ 45.50 △ 23.30 

総 資 産(百万円) 19,589 19,863 17,148 18,160 

純 資 産(百万円) 5,981 7,515 6,412 6,144 

（注） １株当たり当期純利益は、保有自己株式数控除後の期中平均発行株式数によって

算出しております。 

 



 

－  － 
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② 当社の財産及び損益の状況 

区 分 
第120期 

 
平成19年３月期

第121期 
 

平成20年３月期

第122期 
 

平成21年３月期

第123期 
(当期) 

平成22年３月期 

売 上 高(百万円) 14,021 16,054 13,367 9,988 

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) 687 438 209 △  937 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１株当たり当期純損失（△）

(円．銭) 52.76 28.88 13.22 △ 59.20 

総 資 産(百万円) 12,963 13,281 13,165 12,887 

純 資 産(百万円) 3,138 4,359 4,363 3,475 

（注） １株当たり当期純利益は、保有自己株式数控除後の期中平均発行株式数によって

算出しております。 

 

(3) 重要な親会社及び子会社等の状況 

① 親 会 社 と の 関 係 

該当事項はありません。 

 

② 重要な子会社及び関連会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

ト ー カ イ (株) 80百万円 100.0％ 鍛工品の製造・販売 

ITForging(Thailand)Co.,Ltd.
700百万 

バーツ
25.0 鍛工品の製造・販売 

（注）１．上記の「重要な子会社及び関連会社」には、非連結子会社（１社）の記載は省

略しております。 

２．上記のITForging(Thailand)Co.,Ltd.は持分法適用関連会社であります。 

 



 

－  － 
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(4) 対 処 す べ き 課 題 

今後の経営環境は、国内景気は緩やかに持ち直し傾向が見られますが、失

業率が高水準にあるなど、依然として厳しい状況が続くことが予想されます。 

当社グループの対処すべき課題といたしましては、低成長下での経済環境

に対応すべく、生産体制の最適化、原価低減の推進、一段の業務効率化を進

め、収益構造の構築と財務体質の改善を図ってまいります。 

併せて、これらの課題を強力に推進するために人材の育成についても、計

画的に人材の教育訓練を実施し、現場力を高める取り組みも進めてまいりま

す。 

当社グループは、これらの諸施策を確実に実施して、株主の皆様のご期待

にお応えできる企業であり続けるよう、全社一丸となって業績の向上を目指

してまいります。 

株主の皆様におかれましては、なにとぞ一層のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。 

 

(5) 主 要 な 事 業 内 容（平成22年３月31日現在） 

① 鍛工品の製造及び販売 

② 鍛工品用の金型の製作ならびに販売 

③ 鍛工品の切削加工 

 

(6) 主要な営業所及び工場（平成22年３月31日現在） 

① 当 社 

名 称 所 在 地 

本 社 宮 城 県 柴 田 郡 村 田 町 

営 業 所 東 京 都 港 区 高 輪 

 

② 子 会 社 

名 称 事 業 所 所 在 地 

ト ー カ イ (株) 本 社 岐 阜 県 関 市 

 



 

－  － 
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(7) 使 用 人 の 状 況（平成22年３月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

570名 15名減 

 

② 当社の使用人の状況 

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

363名 20名減 41.3歳 15.4年 

（注） 使用人数には、当社から社外への出向者（20名）を除いてあります。なお、使用

人数には、パートおよびアルバイトは含んでいません。 

 

(8) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 残 高 

株式会社みずほコーポレート銀行 1,384百万円 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,130 

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 748 

株 式 会 社 横 浜 銀 行 690 

 

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(6) ／ 2010/06/03 10:27 (2010/06/03 10:27) ／ wk_09631663_02_osxＴＤＦ様_報告書（案有）_事業報告_P.doc 

6

２．会 社 の 現 況 

(1) 株 式 の 状 況（平成22年３月31日現在） 

① 発行可能株式総数 27,600,000株 

② 発行済株式の総数 15,885,928株 

③ 株 主 数 1,888名 

④ 大 株 主（上位10名） 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

い す ゞ 自 動 車 株 式 会 社 5,900千株 37.24％ 

佐 藤 商 事 株 式 會 社 560 3.53 

株式会社みずほコーポレート銀行 428 2.70 

清 水  潔 344 2.17 

株 式 会 社 ベ ス ト ロ ー ン カ ト ー 300 1.89 

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 241 1.52 

神 林 忠 弘 240 1.51 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 216 1.36 

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 208 1.31 

白 須 訓 裕 199 1.25 

（注） 持株比率は自己株式（44,482株）を控除して計算しております。 

 

(2) 新株予約権等の状況 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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(3) 会 社 役 員 の 状 況 

① 取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在） 

代 表 取 締役 社長  佐 々 木    誠

専 務 取 締 役（総務部門・財務部門所管） 増 田 克 己

常 務 取 締 役（生産部門・営業部門所管） 野 村 節 雄

取 締 役（営業担当）  高 田 和 幸

取 締 役（総務担当）  松 嶋 健 二

監 査 役（常勤）  山 際 元 雄

監 査 役  谷 勝

監 査 役  川 原  誠

（注）１．監査役山際元雄氏及び監査役川原 誠氏は、会社法第２条第16号及び同法第

335条第３項に定める社外監査役であります。 

２．当該事業年度に係る役員の重要な兼職状況は、以下のとおりであります。 

・代表取締役社長佐々木誠氏、専務取締役増田克己氏は、トーカイ株式会社の取

締役を兼務しております。取締役高田和幸氏は、トーカイ株式会社の常務取締

役を兼務しております。 

・監査役谷 勝氏は、トーカイ株式会社の監査役を兼務しております。 

・監査役川原 誠氏は、いすゞ自動車株式会社の執行役員営業本部営業第三部門

統括を兼務しております。 

３．監査役谷 勝氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。 

・監査役谷 勝氏は、当社経理部に昭和50年７月から平成13年６月まで在籍し、

通年26年にわたり決算手続きならびに計算書類等の作成に従事しておりました。 

４．当期中の取締役の異動 

・平成21年６月26日開催の第122回定時株主総会終結の時をもって取締役滝沢 

聰氏が任期満了により、取締役鈴木英男氏は辞任により退任致しました。 

・同定時株主総会において、野村節雄、松嶋健二の両氏は、取締役に再選され、

新たに佐々木誠、増田克己の両氏が取締役に選任され就任致しました。 

・同定時株主総会において、山際元雄、川原 誠の両氏は、新たに選任され監査

役に就任致しました。 

 



 

－  － 
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② 取締役及び監査役の報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役 
（う ち 社 外 取 締 役） 

7名
（0）

77百万円 
（0） 

監 査 役 
（う ち 社 外 監 査 役） 

2 
（1）

25 
（13） 

合 計 9 103 

（注）１．上記には、平成21年６月26日開催の第122回定時株主総会終結の時をもって退

任した取締役２名を含んでおります。 

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３．取締役の報酬限度額は、平成19年６月22日開催の第120回定時株主総会におい

て年額１億50百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただ

いております。 

４．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第107回定時株主総会におい

て月額300万円以内と決議いただいております。 

 

③ 社外役員に関する事項 

イ．他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）及び当社

と当該他の会社との関係 

・監査役川原誠氏は、いすゞ自動車株式会社執行役員営業本部営業第三

部門統括を兼務しております。 

当社は、いすゞ自動車株式会社との間に鍛造品の販売等の取引関係が

あります。 

ロ．当事業年度における主な活動状況 

・取締役会及び監査役会への出席状況 

取締役会（９回開催） 監査役会（６回開催） 
 

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率 

監 査 役 山 際 元 雄 9回 100％ 6回 100％ 

監 査 役 川 原  誠 8 89 6 100 

（注） 各社外監査役は、出席した取締役会において、社外の立場から公正な意見を述べ、

取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており

ます。また、出席した監査役会においては、社外監査役として行った監査の報告

を行い、監査内容について必要に応じて社外の立場から意見を述べております。 

 

④ 独立役員に関する事項 

当社は、監査役山際元雄氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所へ届け出ております。 



 

－  － 
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(4) 会計監査人の状況 

① 名 称   東陽監査法人 

 

② 報 酬 等 の 額 

 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17百万円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 17百万円 

（注）１．当社のすべての子会社につきましても東陽監査法人が会計監査人となっており

ます。 

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。 

 

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社は、会計監査人が、会社法第340条第１項の各号に定める項目のいず

れかに該当するときは、その会計監査人を監査役会は監査役の全員の同意に

基づき解任または不再任とします。 

 

(6) 業務の適正を確保するための体制 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。 

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

当社は、コンプライアンスの徹底を当社の最重要課題と位置付け、全役

員及び従業員一人ひとりがコンプライアンスを遵守して行動している。 

当社は、コンプライアンスに関する社内規則及び行動指針を策定し、コ

ンプライアンスを役員・使用人に周知徹底し、コンプライアンスの実効性

を確保している。 

当社は、コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンスに係

る事項を管理、推進しており、今後もこれを継続する。 

 



 

－  － 
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社では、株主総会議事録や取締役会議事録等の重要書類については、

総務部においてこれを適切に管理しており、今後もこれを継続する。 

また、重要書類を管理する規程を制定し、取締役の職務執行に関する情

報について、情報毎にこれを保存及び管理すべき主管部署を定め、当該主

管部署において、これを適切に保存及び管理している。 

さらに、秘密情報を管理する規則を制定するとともに、秘密情報を管理

する部署／組織を設置し、秘密情報を適切に保存及び管理している。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社では、製品品質、財務、紛争、システム等の各種リスクについては、

リスク管理に関する規程を制定し、リスク毎にこれを管理すべき主管部署

を定めそれぞれ当該主管部署にて、ならびにコンプライアンス委員会等を

含むマネジメントシステムにて、適切に管理しており、今後もこれを継続

する。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、主要な業務執行を決定する機関として取締役会を設置し、原則

として月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜開催している。また、

事前に経営問題を討議する会議体を複数設定し、その会議体の審議を経て

から取締役会での承認決定を行う事前審議制をとっている。さらに、事前

審議に当たっては、電子媒体等を活用して経営情報、審議情報等を事前に

共有し、情報伝達の効率化を図るなど、業務を効率的に行う体制をとって

おり、今後もこれを継続する。 

 

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 

当社は、当社及び当社グループが社会からその存在価値を認められ、信

頼を得るために、当社の子会社及び関連会社等に対し、当該各社に応じた

適切なコンプライアンス体制の整備とコンプライアンスの徹底を要請する。 

当社は、当社経営幹部による、当社の子会社の経営幹部に対する当該各

社の経営状況のモニタリングを継続的に実施するとともに、当該会社に業

務の適正を確保する体制につき不備があると認められた場合には、改善を

要請する。 

 



 

－  － 
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⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制 

取締役及び使用人は、監査役会に対して、法定の事項のほか、当社及び

グループ企業の経営、業績に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状

況、重大な法令または定款違反行為、その他予め定めた監査役会への報告

事項を、遅滞なく報告する。 

常勤監査役は、重大な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するた

め、取締役会のほか、社内の各会議に出席することができる。また、監査

役全員がこれらの会議に先立ち、電子媒体等を活用して、事前に提供され

る関係文書及び資料を閲覧し、また、必要に応じて取締役または使用人に

追加の説明または報告を求めることができる。 

 

⑦ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会は、会計監査人から会計監査の内容について、また、内部監査

部門から業務監査の内容について説明を受けるとともに、情報交換を行う

ことができるものとする。また、監査役会は、当社取締役及び使用人と、

適宜意見交換を行うことができる。 

 

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

 当社は、市民社会の一員として、反社会的勢力及び団体とは断固として対

決する。 

 

反社会的勢力排除に向けた整備状況 

・社内主管部署を総務部と定め、地元警察等の外部機関との連携、社内体制

の整備に努めている。 

・反社会的勢力の不当要求に備え、平素より外部の専門機関と密接な連携関

係を構築するとともに、反社会的勢力に関する情報の収集に努めている。

具体的には、宮城県特殊暴力対策連絡協議会に加盟して、各種研修会、講

演会等に参加するなど必要な情報、知識の収集に努め、不当要求の排除と

防止対策を検討いたしている。 

・弁護士と顧問契約を結び、不測の事態には、法律的な指導を受けられるよ

うにしている。 

 

(7) 会社の支配に関する基本方針 

該当事項はありません。 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（平成22年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 
科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部） （負 債 の 部）  

流 動 負 債 7,991,851 

支払手形及び買掛金 4,211,452 

短 期 借 入 金 2,408,060 

未 払 法 人 税 等 16,019 

未 払 消 費 税 等 144,490 

賞 与 引 当 金 203,946 

設 備 関 係 支 払 手 形 112,760 

そ の 他 895,121 

固 定 負 債 4,023,883 

長 期 借 入 金 2,769,150 

繰 延 税 金 負 債 95,774 

退 職 給 付 引 当 金 798,620 

長 期 未 払 金 360,338 

  

負 債 合 計 12,015,734 

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 6,054,689 

資 本 金 1,694,767 

資 本 剰 余 金 1,327,996 

利 益 剰 余 金 3,045,807 

自 己 株 式 △  13,883 

評価・換算差額等 90,009 

その他有価証券評価差額金 109,889 

為替換算調整勘定 △  19,880 

  

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

金 型 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

施 設 利 用 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

7,722,396

1,563,468

3,364,254

139,973

902,162

851,363

628,136

15,363

258,032

△    358

10,438,036

8,787,441

1,839,413

5,153,761

242,458

1,496,577

55,231

48,599

16,676

2,254

29,668

1,601,995

1,521,366

82,704

△   2,075 純 資 産 合 計 6,144,698 

資 産 合 計 18,160,433 負 債 純 資 産 合 計 18,160,433 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 

平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで 

（単位：千円） 
 

科 目 金 額 

売 上 高 16,127,225 

売 上 原 価 15,750,237 

売 上 総 利 益 376,987 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 648,013 

営 業 損 失 271,025 

営 業 外 収 益 179,520 

受 取 利 息 735 

受 取 配 当 金 5,213 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 133,328 

そ の 他 40,242 

営 業 外 費 用 221,313 

支 払 利 息 83,789 

支 払 手 数 料 57,341 

休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 額 63,314 

そ の 他 16,867 

経 常 損 失 312,819 

特 別 利 益 116,108 

過 年 度 損 益 修 正 益 25,917 

退 職 給 付 費 用 戻 入 90,190 

特 別 損 失 157,596 

固 定 資 産 処 分 損 117,863 

減 損 損 失 39,133 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 600 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 354,308 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,201 

法 人 税 等 調 整 額 2,592 

当 期 純 損 失 369,102 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成21年３月31日 残高 1,694,767 1,327,996 3,415,016 △13,805 6,423,975 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当   

当 期 純 損 失  △ 369,102 △ 369,102 

自 己 株 式 の 取 得  △  233 △   233 

自 己 株 式 の 処 分  △   106 156 50 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

 － 

連結会計年度中の変動額合計 － － △ 369,208 △  77 △ 369,286 

平成22年３月31日 残高 1,694,767 1,327,996 3,045,807 △13,883 6,054,689 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純 資 産 合 計 

平成21年３月31日 残高 36,612 △48,072 △ 11,459 6,412,516 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当   

当 期 純 損 失  △ 369,102 

自 己 株 式 の 取 得  △   233 

自 己 株 式 の 処 分  50 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

73,276 28,192 101,468 101,468 

連結会計年度中の変動額合計 73,276 28,192 101,468 △ 267,817 

平成22年３月31日 残高 109,889 △19,880 90,009 6,144,698 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

－  － 
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連 結 注 記 表 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

・連結子会社の数        １社 

・主要な連結子会社の名称    トーカイ株式会社 

② 非連結子会社の状況 

・主要な非連結子会社の名称   ＴＤＦ興産株式会社 

・連結の範囲から除いた理由   非連結子会社の総資産、売上高、当期純利益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から除外してお

ります。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況 

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数 １社 

・主要な会社等の名称      ITForging(Thailand)Co.,Ltd. 

② 持分法適用手続きに関する特記事項 

持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社

の事業年度に係る計算書類を使用しております。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。 

(4) 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

ロ．その他有価証券 

・時価のあるもの       連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定している）に

よっております。 

・時価のないもの       移動平均法による原価法によっております。 

ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・製品、材料、仕掛品及び貯蔵品 総平均法による原価法（収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっております。 

・金 型        個別法による原価法によっております。 



 

－  － 
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ７年～50年 

機械装置及び運搬具 ３年～９年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

・自社利用のソフトウエア   社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

・その他の無形固定資産    定額法によっております。 

ハ．リ ー ス 資 産       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。なお、所有権移

転以外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸 倒 引 当 金       売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権については、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞 与 引 当 金       当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

ハ．退職給付引当金       当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、期末における退職給付債務の見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、15年に

よる按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

過去勤務債務は、発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理することとしております。 



 

－  － 
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（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）を適用しております。 

なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響

はありません。 

④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて表示しており

ます。 

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

イ．消費税等の会計処理     税抜方式によっております。 

ロ．連結納税制度の適用     連結納税制度を適用しております。 

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

 建物及び構築物 1,274,674千円 

 機械装置及び運搬具 4,241,795千円 

 土     地 1,382,301千円 

 計 6,898,771千円 

上記の物件は、長期借入金（一年内返済予定額を含む）3,195,000千円及び短期借

入金1,370,000千円の担保に供しております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 14,834,730千円 

 

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の総数に関する事項 

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数 

普 通 株 式 15,885千株 －千株 －千株 15,885千株 

 



 

－  － 
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４．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関か

らの借入により資金を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、個別権限規程に沿ってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については

四半期ごとに時価の把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額は、次のとおりであります。 

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 1,563,458 1,563,458 － 

(2) 受取手形及び売掛金 3,364,254 3,364,254 － 

(3) 投資有価証券  

その他有価証券 385,746 385,746 － 

(4) 支払手形及び買掛金 (4,211,452) (4,211,452) － 

(5) 短期借入金 (2,408,060) (2,403,821) (△ 4,238) 

(6) 長期借入金 (2,769,150) (2,757,841) (△11,308) 

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（※２）(5) 短期借入金には、１年内に返済する長期借入金が含まれております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

これらは時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに(5) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(6) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 



 

－  － 
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（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額134,309千円）は、市場価格がなく、かつ将

来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、「(3) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりませ

ん。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20

年３月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 387円89銭 

(2) １株当たり当期純損失 23円30銭 

 

６．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成22年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部） （負 債 の 部）  

流 動 負 債 5,862,418 

支 払 手 形 401,094 

買 掛 金 2,071,923 

短 期 借 入 金 1,370,000 

一年内に返済する長期借入金 915,000 

一年内に返済する関係会社長期借入金 60,000 

未 払 費 用 330,605 

未 払 金 312,334 

未 払 法 人 税 等 4,279 

未 払 消 費 税 99,720 

賞 与 引 当 金 116,838 

設 備 関 係 支 払 手 形 99,760 

そ の 他 80,861 

固 定 負 債 3,549,706 

長 期 借 入 金 2,440,000 

関係会社長期借入金 120,000 

繰 延 税 金 負 債 6,156 

退 職 給 付 引 当 金 674,728 

長 期 未 払 金 308,822 

  

負 債 合 計 9,412,125 

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 3,407,865 

資 本 金 1,694,767 

資 本 剰 余 金 1,327,996 

資 本 準 備 金 1,327,996 

利 益 剰 余 金 398,984 

利 益 準 備 金 88,147 

そ の 他 利 益 剰 余 金 310,836 

繰 越 利 益 剰 余 金 310,836 

自 己 株 式 △  13,883 

評価・換算差額等 67,666 

その他有価証券評価差額金 67,666 

  

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

製 品 

材 料 

仕 掛 品 

金 型 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 ・ 装 置 

車 輌 ・ 運 搬 具 

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

施 設 利 用 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

借 地 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 

従 業 員 長 期 貸 付 金 

そ の 他 

4,553,164

318,115

37,425

1,888,239

47,565

188,208

625,434

618,844

579,755

24,365

218,618

6,801

△    210

8,334,492

7,161,738

997,343

299,309

4,232,967

13,273

161,267

1,402,345

55,231

42,856

1,534

24,645

16,676

1,129,898

262,795

799,845

53,318

1,516

12,423 純 資 産 合 計 3,475,531 

資 産 合 計 12,887,657 負 債 純 資 産 合 計 12,887,657 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで 

（単位：千円） 
 

科 目 金 額 

売 上 高 9,988,475 

売 上 原 価 10,318,475 

売 上 総 損 失 330,000 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 364,083 

営 業 損 失 694,083 

営 業 外 収 益 91,144 

受 取 利 息 71 

受 取 配 当 金 60,335 

受 取 保 険 金 11,755 

そ の 他 営 業 外 収 益 18,981 

営 業 外 費 用 202,389 

支 払 利 息 78,803 

支 払 手 数 料 47,341 

休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 63,314 

そ の 他 営 業 外 費 用 12,929 

経 常 損 失 805,327 

特 別 損 失 152,753 

固 定 資 産 処 分 損 113,020 

減 損 損 失 39,133 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 600 

税 引 前 当 期 純 損 失 958,081 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △  20,215 

当 期 純 損 失 937,866 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益
剰 余 金

 
資 本 金

資 本 
準 備 金 

資本剰余金
合   計

利益準備金
繰越利益
剰 余 金

利益剰余金
合   計

自己株式 
株主資本 
合  計 

平成21年３月31日 残高 1,694,767 1,327,996 1,327,996 88,147 1,248,809 1,336,956 △13,805 4,345,915 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当    

当 期 純 利 益  △ 937,866 △ 937,866  △ 937,866 

自己株式の取得  △  233 △   233 

自己株式の処分  △   106 △   106 156 50 

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動額 ( 純額 )

   

事業年度中の変動額合計 － － － － △ 937,972 △ 937,972 △  77 △ 938,050 

平成22年３月31日 残高 1,694,767 1,327,996 1,327,996 88,147 310,836 398,984 △13,883 3,407,865 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純 資 産 合 計

平成21年３月31日 残高 18,064 18,064 4,363,979

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当 期 純 利 益 △ 937,866

自己株式の取得 △   233

自己株式の処分 50

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動額 ( 純額 )

49,602 49,602 49,602

事業年度中の変動額合計 49,602 49,602 △ 888,447

平成22年３月31日 残高 67,666 67,666 3,475,531

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

－  － 
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 関係会社株式       移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

・時価のあるもの       当事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの       移動平均法による原価法によっております。 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・製品、材料、仕掛品及び貯蔵品 総平均法による原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）によっております。 

・金 型        個別法による原価法によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産除く） 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物     ７年～50年 

機械・装置  ３年～９年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

・自社利用のソフトウエア   社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

・その他の無形固定資産    定額法によっております。 

③ リ ー ス 資 産       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金       売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金       従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末

日における退職給付債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を

計上しております。なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を費用処理しており

ます。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の



 

－  － 
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年数（10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。 

過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理することとしております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会

計基準第19号 平成20年７月31日）を適用しております。 

なお、これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響はありま

せん。 

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項 

① 消費税等の会計処理     税抜方式によっております。 

② 連結納税制度の適用     連結納税制度を適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

有形固定資産のうち 

 建 物 984,080千円 

 構 築 物 290,594千円 

 機 械 ・ 装 置 4,101,795千円 

 土 地 1,382,301千円 

 計 6,758,771千円 

は工場財団抵当として長期借入金（一年内返済予定額を含む）3,055,000千円、

短期借入金1,370,000千円の担保に供しております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 9,441,274千円 

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 資 産 

受取手形及び売掛金 1,146,845千円 

未 収 入 金 46,643千円 

② 負 債 

支払手形及び買掛金 62,429千円 

未払費用及び未払金 17,765千円 

 



 

－  － 
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３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 売 上 高 5,947,703千円 

② 仕 入 高 140,238千円 

③ 受 取 配 当 金 56,438千円 

④ 営業取引以外の取引高 5,943千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 42千株 ２千株 －千株 44千株 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加で

あり、減少０千株は単元未満株式の売却による減少であります。 

 

５．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 繰延税金資産（流動） 

 賞 与 引 当 金 46,735千円 

 売 掛 金 29,196千円 

 棚卸資産の減損 8,771千円 

 そ の 他 6,172千円 

 評価性引当額 △90,875千円 

 計 －千円 

② 繰延税金資産（固定） 

 未払役員退職慰労金 14,040千円 

 退職給付引当金 269,891千円 

 投資有価証券評価損 145,119千円 

 土 地 評 価 損 19,476千円 

 そ の 他 5,556千円 

 評価性引当額 △454,083千円 

 計 －千円 

③ 繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 6,156千円 

繰延税金負債の純額 6,156千円 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目の内訳 

当事業年度は、税引前当期純損失となったため記載しておりません。 

 



 

－  － 
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６．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金 
（千円） 

事 業 の 
内 容 
又 は 職 業 

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目 
期末残高 
（千円） 

当社鍛造
品を納入

5,830,765
受取手形及
び 売 掛 金 

1,091,036 そ の 他
の 関 係
会 社 

いすゞ自動車㈱ 40,644,857 

各種自動車並
びに内燃機関
の 製 造 ・ 販
売 ・ 修 理 

(被所有) 
直接37.56％
間接 1.20％

当社鍛
造品を
納 入

条鋼精算金 24,687 未収入金 9,436 

（注）上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでお

ります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社鍛造品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し

価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2) 子会社及び関連会社等 

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金 
（千円） 

事 業 の 
内 容 
又 は 職 業 

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目 
期末残高 
（千円） 

一年内に返
済する関係
会社長期借
入 金 

60,000 

子 会 社 トーカイ㈱ 80,000 
自動車用部品
等 の 型 鍛 造 

(被所有) 
直接 

100.00％

当社製品
の製造及
び加工又
は当社製
品の仕入

借入金の
返 済

60,000

関係会社長
期 借 入 金 

120,000 

（注）借入金の金利については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 219円39銭 

(2) １株当たり当期純損失 59円20銭 

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当期純損失 937,866千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 

普通株式に係る当期純損失 937,866千円 

期中平均株式数 15,841,752株 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月13日 

 テ ー デ ー エ フ 株 式 会 社  

 取 締 役 会 御 中  

 東 陽 監 査 法 人  

 

  指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 原 口 隆 志 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 菊 地 康 夫 
  

 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テーデーエフ株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計

算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、テーデーエフ株式会社及び連結子会

社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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計算書類に係る会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月13日 

 テーデーエフ株式会社  

 取 締 役 会 御 中  

 東 陽 監 査 法 人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 原 口 隆 志 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 菊 地 康 夫 
  

 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テーデーエ

フ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第123期事業年

度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類

及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第123期事

業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基

づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役

会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま

した。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと

して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子

会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ

て子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。 

 



 

－  － 
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 ２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

 

 平成22年５月17日  

 テーデーエフ株式会社 監査役会  

 

常勤監査役 山 際 元 雄 

監 査 役 谷 勝 

監 査 役 川 原  誠 
  

 

 
（注）常勤監査役山際元雄及び監査役川原 誠は、会社法第２条16号及び第

335条第３項に定める社外監査役であります。 
 

以 上 
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１．事 業 年 度 
毎年４月１日から翌年３月31日まで 

２．定 時 株 主 総 会 
毎年６月 

３．基 準 日 
毎年３月31日（定時株主総会議決権行使株主確定日）その他必要
あるときは、あらかじめ公告いたします。 

４．株主名簿管理人 
〒105－8574 東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

郵便物送付先（電話照会先） 
〒168－0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号 
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 
電話 0120－78－2031（フリーダイヤル） 
取次事務は中央三井信託銀行株式会社の全国各支店ならびに日本
証券代行株式会社の本店および全国各支店で行っております。 

・住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出については、株
主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に
口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の
口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社にお申出くださ
い。 

・未払配当金の支払いについては株主名簿管理人である中央三井信
託銀行株式会社にお申出ください。 

・株主様のご住所・お名前に使用する文字については、株券電子化
実施に伴い、株主様のご住所・お名前の文字に、株式会社証券保
管振替機構（ほふり）が振替制度で指定していない漢字等が含ま
れている場合は、その全部または一部をほふりが指定した文字ま
たはカタカナに変換して、株主名簿にご登録いたしております。
このため、株主様にご送付する通知物の宛先が、ほふりが指定し
た文字に置換えられる場合がありますのでご了承ください。株主
様のご住所・お名前として登録されている文字については、お取
引の証券会社等にお問い合わせください。 

５．公 告 掲 載 方 法 
下記の当社ホームページアドレスにおいて電子公告いたします。 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行いま
す。 
http://www.tdforge.co.jp/ 

６．１単元の株式数 
1,000株 

７．上 場 取 引 所 
東京証券取引所 第２部 

 

株主メモ




